
第１ 平成 年度決算について

一 一般会計決算

平成 年度の本県財政は､ 平成 年度の地方交付税総額の大幅削減の影響を大きく引きずっていること

に加え､ 三位一体改革の国庫補助負担金改革により実質的な地方負担が増加するといった厳しい財政運営

を余儀なくされた中で､ 財政改革プランや行政改革大綱に掲げる取組みを徹底・加速すること等により､

地域経済の活性化と雇用刺激には特に意を用いながら ｢施策の選択と重点化｣ を一層推進するなどして予

算編成に取り組み､ さらに､ 予算執行に当たっては､ 経費の効率的執行に留意するとともに､ 財源の増額

確保についても特段の努力を傾注し､ 年度を通じて財政の健全性確保に取り組みました｡

その結果､ 平成 年度の一般会計歳入歳出決算額は､ 第１表のとおりで､ 歳入が 億 万９千円､

歳出が 億 万５千円となり､ 差引き 億 万４千円の黒字となりました｡ また､ この歳入歳出差

引額 (形式収支) から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した実質収支は､ 億 万円の黒字となり､

この実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は､ ３億 万１千円の赤字となりました｡

さらに､ 平成 年度における実質的黒字要因である財政調整基金への積立額 万８千円及び未償還

元金の繰上償還額 億 万８千円と実質的な赤字要因である財政調整基金の取崩額 億円を調整した

後の実質単年度収支は､ 億 万５千円の黒字となりました｡

― ―

(第１表)

一般会計歳入歳出決算規模の推移

(単位 円)

区分

年度
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ

Ｃ

翌年度へ繰り
越すべき財源

Ｄ

実 質 収 支
Ｃ－Ｄ

Ｅ

単 年 度 収 支
(当該年度Ｅ－前年度Ｅ)

平成８

９

△

△

△

△



―
―



第１図

歳 入 決 算 の 構 成 内 訳

(注) 県が自ら徴収又は収納できるものが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当

てられるのが依存財源です｡

― ―

分担金及び負担金
億２百万円
( ％)

使用料及び手数料
億 百万円

( ％)
諸収入
億 百万円

( ％)

地方消費税清算金
億 百万円
( ％)

県税
億 百万円

( ％)

繰入金
億 百万円
( ％)

その他
億 百万円
( ％)

自主財源
億 百万円
( ％)

県債
億 百万円

( ％)
歳 入 合 計

億 百万円

( ％)

地方交付税
億 百万円

( ％)

依存財源
億 百万円
( ％)国庫支出金

億 百万円
( ％)

地方譲与税､ 地方特例
交付金及び交通安全
対策特別交付金
億 百万円 ( ％)



― ―

○ 歳 出

(第３表)

平成 年度一般会計歳出決算額

(単位 円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 環 境 保 健 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合 計



第２図

歳 出 決 算 の 構 成 内 訳

― ―

議会費
億 百万円
( ％)

諸支出金
億 百万円

( ％)

総務費
億

百万円
( ％)

環境保健費
億 百万円
( ％)

民生費
億
百万円
( ％)

災害復旧費
億 百万円
( ％)

労働費
億 百万円
( ％)

公債費
億 百万円

( ％)

歳 出 合 計

億 百万円

( ％)

農林水産業費
億 百万円

( ％)

教育費
億 百万円

( ％)
商工費
億
百万円
( ％)

土木費
億７百万円

( ％)

警察費
億 百万円

( ％)



二 特別会計決算

県が特定の事業を行う場合に､ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て､ 一般会計の歳入歳出と区分して

その経理を明確にするために設けられているのが特別会計であり､ 平成 年度においては､ の特別会計

がありました｡

特別会計の平成 年度の歳入決算額は､ 億 万７千円で､ 前年度の 億 万と比較して､

億 万７千円､ ％の増となり､ 歳出決算額は､ 億 万７千円で前年度の 億 万４

千円と比較して､ 億 万３千円､ ％の増となりました｡

― ―



―
―



― ―

○ 歳 出

(第５表)

平成 年度特別会計歳出決算額

(単位 円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 公 債 費 特 別 会 計

２ 肢 体 不 自 由 児 施 設 特 別 会 計

３ 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

４ 証 紙 特 別 会 計

５ 管 理 特 別 会 計

６ 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計

７ 下 水 道 事 業 特 別 会 計

８ 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

９ 鉄 道 施 設 事 業 特 別 会 計

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計

小規模企業者等設備導入資金特別会計

農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

林業・木材産業改善資金特別会計

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

合 計



三 決算分析

本県の会計は､ 一般会計と特別会計とに分かれていますが､ 両会計の間には､ 相互に､ 財源の繰出し､

繰入れ等があることから､ 決算分析等では､ 県財政の全体を的確に把握することができるようにするため､

このような財源のやりとりを整理した上で合算し､ 普通会計として取りまとめることにしています｡

一般会計と普通会計の規模について歳出決算額で比較すると､ 第３図のとおりとなります｡

第３図

一般会計と普通会計の歳出決算額年次別比較

歳 入

普通会計歳入決算額を財源別に区分してみた年次別の推移は､ 第６表のとおりです｡

― ―

(年度)
平成
８

一般会計
億 万円

■■■■■■■■億 万円
普通会計

９
億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

億 万円

■■■■■■■■億 万円

(億円)



―
―



歳入において､ 地方税は､ 不動産取得税が ％の減となったものの､ 法人二税が銀行業､ 製造業等

が前年度を上回ったことにより ％の増､ 核燃料物質等取扱税が ％の増となったことなどにより､

地方税全体では ％の増となりました｡ また､ 地方譲与税は､ 国庫補助負担金の一般財源化に伴う所

得譲与税の増等により､ ％の増となったほか､ 地方特例交付金は､ 義務教育費国庫負担金の暫定的

な減額措置に伴う税源移譲予定特例交付金の増等により､ ％の増となりました｡

一方で､ 地方交付税は ％の増､ 臨時財政対策債は ％の減となったことから､ 両者の合計では､

地方交付税総額が大幅に削減された平成 年度に比較して､ 更に ％の減となりました｡ また､ 国庫

支出金は､ 義務教育費国庫負担金の暫定的な減額措置等により ％の減となったほか､ 繰入金は､ 県

債管理基金等からの繰入金を極力抑制したことなどにより ％の減､ 地方債は､ 臨時財政対策債の減

や投資的経費の抑制等により ％の減となったことなどにより､ 歳入全体では ％の減となりました｡

なお､ 歳入について､ 使途が特定されている特定財源と特定されていない一般財源とに区分する方法

及び県が自ら調達する自主財源と国から交付されたり､ 割り当てられる依存財源とに区分する方法によっ

て､ その構成割合の推移を見ると､ 第７表のとおりとなっています｡

歳 出

普通会計歳出決算額を性質別に区分してみた年次別の推移は､ 第８表のとおりです｡

― ―

(第７表)

一般財源と特定財源､ 自主財源と依存財源の構成割合の推移

(単位 ％)

年 度 一 般 財 源 特 定 財 源 自 主 財 源 依 存 財 源

平 成 ８

９



―
―



歳出において､ 義務的経費は､ 人件費が､ 職員給料月額の減額措置を引き続き行ったほか､ 給与改定､

職員数及び退職者数の減等により ％の減､ 扶助費が生活保護費の減等により ％の減､ 公債費が平

成 年度における任意繰上償還措置等に伴う元利償還金の減等により ％の減となったことにより､

義務的経費全体では ％の減となりました｡

投資的経費は､ 災害復旧事業費が ％の増となったものの､ 普通建設事業費が ％の減 (補助事

業費は ％の減､ 単独事業費は ％の減) となったことにより､ 投資的経費全体では ％の減とな

りました｡

また､ 補助費等は､ 国庫補助負担金の一般財源化に伴う国民健康保険基盤安定事業費負担金及び国民

健康保険財政調整交付金の増等により ％の増､ 貸付金は､ 特別保証融資制度貸付金の減等により

％の減となったことなどにより､ 歳出全体として ％の減となりました｡

なお､ 歳出決算額を義務的経費､ 投資的経費及びその他の経費の三つに分類してその構成比率を見ま

すと､ 第４図のとおりとなります｡

第４図

普通会計歳出決算額の性質別構成比率

― ―

平成 年度の内訳

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費

義
務
的
経
費

平成８ ９ (年度)

(％)

■
■
■
■
■
■

そ
の
他
の
経
費

物 件 費

補 助 費 等

維持補修費

積 立 金

出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

■
■
■
■
■

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投
資
的
経
費

普通建設事業費

災害復旧事業費



四 主な財政指標の状況

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには､ 財政構造の弾力性が確保さ

れなければなりません｡

財政分析において財政構造の弾力性の度合いを判断する指標として､ 主な財政指標の項目の推移を示し

ました｡

平成 年度の状況をみると､ 経常収支比率､ 公債費負担比率の全国順位は､ いずれも悪化しており､ ま

た､ 各種の財政指標自体も悪化していることから､ 今後とも､ 中長期的展望に立った､ 財政の健全化・対

応力の回復を図っていく必要があると考えています｡

○ 経常収支比率の状況

― ―

経常収支比率

経常収支比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を計る指標であり､ 地方税､ 普通交付税を中心とする毎年度

経常的に収入される一般財源 (経常一般財源) が､ 人件費､ 扶助費､ 公債費などのように毎年度恒常的に支出され

る経費 (経常的支出) にどの程度充当されているかを示す割合です｡

本県の平成 年度決算における経常収支比率は､ 平成 年度より ポイント減少し､ ％となっています｡

本県

全国

( )は下から

の全国順位

平成８ ９

経 常 収 支 比 率

(年度)

( )

( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( )

(％)



○ 公債費負担比率の状況

― ―

公債費負担比率

公債費負担比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を公債費による財政負担の観点から計る指標で､ 一般財源

総額のうち､ 公債費にどの程度の一般財源が充当されているかを示す割合です｡

本県の平成 年度決算における公債費負担比率は､ ％と前年度に比べ ポイント減少しています｡

本県

全国

( )は下から

の全国順位

公 債 費 負 担 比 率

平成８ ９ (年度)

( )
( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

(％)



○ 実質公債比率及び起債制限比率の状況

― ―

実質公債費比率

平成 年度から､ 地方債の発行は地方自治体の自主性を高めるために協議制へ移行しましたが､ 実質公債費比率

は引き続き国の許可が必要となるか判断するために新設された指標であり､ これまで指標としてきた起債制限比率

に対し､ 公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金等を実質的な公債費として算定対象に追加するなどの見

直しを加えたものです｡ この比率が ％以上の団体については引き続き地方債の発行に許可を要することになりま

す｡

起債制限比率

起債制限比率は､ 地方債の元利償還金に充当された一般財源のうち地方交付税で措置されるものを除いたものの

標準財政規模に対する割合を示すもので､ この指標が ％以上になれば地方債の発行が制限されます｡

本県の平成 年度決算における起債制限比率は､ ％と前年度に比べ ポイント増加しています｡

本県

全国

( )は下から

の全国順位

平成８ ９

実質公債費比率と起債制限比率

(年度)

( )

( )

( )

( )

( )
( )( )

( )( )

▲ 本県

(％)



○ 財政力指数の状況

― ―

財政力指数

財政力指数は､ 地方公共団体の財政力を表す指標であり､ ｢１｣ に近く､ また ｢１｣ を超えるほど財源に余裕が

あることを示しています｡

本県の平成 年度決算における財政力指数は と前年度を 上回っています｡

なお､ 平成 年度の全国の状況は下記のとおりとなっており､ 本県は ｢Ｅ｣ グループに位置しています｡

財政力指数の状況

財政力指数 所 属 団 体 団体数

Ｂ１ ～ 愛知県､ 神奈川県

Ｂ２ ～
大阪府､ 静岡県､ 千葉県､ 埼玉県､ 茨城県､

福岡県

Ｃ ～
栃木県､ 群馬県､ 京都府､ 宮城県､ 兵庫県､

三重県､ 広島県､ 滋賀県､ 岐阜県､ 岡山県

Ｄ ～

長野県､ 石川県､ 福島県､ 香川県､ 新潟県､

北海道､ 富山県､ 山口県､ 奈良県､ 福井県､

愛媛県､ 山梨県､ 熊本県

Ｅ 未満

徳島県､ 佐賀県､ 山形県､ 大分県､ 青森県､

鹿児島県､岩手県､和歌山県､沖縄県､宮崎県､

秋田県､ 長崎県､ 鳥取県､ 高知県､ 島根県

計

グループの編成は､ 平成 年度から 年度までの財政力指数による｡

東京都は含めていない｡

財政力指数 (小数点４位以下切捨て)

本県

全国

平成８ ９ (年度)


